
特定非営利活動法人g:owsheedsかがやくたね定款

第 1章 総 則

(名  称 )
第 1条  この法人は、特定非営利活動法人g!owsheedsかがやくたねという。通称をNP0

法人g!owsheedsかがやくたね、略称をかがや くたねとする。

(事務所 )

第 2条  この法人は、主たる事務所を東京都豊島区内に置 く。

(目  的 )
第 3条  この法人は、シングルマザーおよび子育てを終えたシングル女性等を対象に
キャリア支援、自立支援、居住支援、ならびにライフプランの設計に関する講

座や相談事業などを展開 し、彼女たちが無理なく、頑張 りすぎずに、自らの人

生を肯定的に捉え直し、安心 して暮らすことのできる社会の実現に寄与するこ

とを目的とする。

(特定非営利活動の種類 )

第 4条  この法人は、前条の目的を達成するため、次の種類の特定非営利活動を行 う。
(1)保健、医療又は福祉の増進を図る活動

(2)人権の擁護又は平和の推進を図る活動

(3)男女共同参画社会の形成の促進を図る活動

(4)職業能力の開発又は雇用機会の拡充を支援する活動

(5)前各号に掲げる活動を行 う団体の運営又は活動に関する連絡、助言又は援助の

活動

(事業の種類 )

第 5条  この法人は、第 3条 の目的を達成するため、特定非営利活動に係る事業とし
て、次の事業を行 う。

(1)シ ングルマザー及び女性の相談事業

(2)シ ングルマザー及び女性の居場所づくり事業

(3)シ ングルマザーと子 どものイベン ト事業

(4)就労支援事業所の運営

(5)物品販売事業
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第 2章 会 員

(種 別 )
第 6条  この法人の会員は、次の 2種 とし、正会員をもつて特定非営利活動促進法 (以
下「法」という。)上の社員とする。
(1)正会員  この法人の目的に賛同して入会 した個人及び団体
(2)賛助会員 この法人の目的に賛同じ賛助するために入会 した個人及び団体

(入  会 )
第 7条 会員の入会について、特に条件は定めない。
2 会員として入会しようとするものは、理事長が別に定める入会申込書により、
理事長に申し込むものとする。

3 理事長は、前項の申し込みがあったとき、正当な理由がない限り、入会を認め
なければならない。

4 理事長は、第 2項のものの入会を認めないときは、速やかに、理由を付した書
面をもつて本人にその旨を通知しなければならない。

(会費 )

第 8条  会員は、総会において別に定める会費を納入しなければならない。

(会員の資格の喪失 )

第 9条 会員が次の各号の一に該当する場合には、その資格を喪失する。
(1)退会届の提出をしたとき。

(2)本人が死亡 し、若 しくは失踪宣告を受け、又は会員である団体が消滅 したと

き。

(3)継続 して 1年以上会費を滞納 したとき。

(4)除名されたとき。

(退 会 )
第10条 会員は、理事長が別に定める退会届を理事長に提出 して、任意に退会するこ
とができる。

(除  名 )
第11条  会員が次の各号の一に該当する場合には、総会の議決により、これを除名す
ることができる。

(1)こ の定款に違反 したとき。

(2)こ の法人の名誉を傷つけ、又は目的に反する行為をしたとき。

2 前項の規定により会員を除名しようとする場合は、議決の前に当該会員に弁明
の機会を与えなければならない。

第 3章 役 員

(種別及び定数 )

第12条  この法人に、次の役員を置 く。
(1)理事  3人 以上10人以内
(2)監事  1人 以上 2人 以内
2 理事のうち 1人 を理事長とし、 1人 以上 2人 以内を副理事長とする。



(選任等 )

第13条 理事及び監事は、総会において選任する。
2 理事長及び副理事長は、理事の互選とする。
3 役員のうちには、それぞれの役員について、その配偶者若しくは 3親等以内の
親族が 1人 を超えて含まれ、又は当該役員並びにその配偶者及び 3親等以内の親
族が役員の総数の 3分の 1を超えて含まれることになつてはならない。

4 法第20条各号のいずれかに該当する者は、この法人の役員になることができない。
5 監事は、理事又はこの法人の職員を兼ねてはならない。

(職 務 )
第14条  理事長は、この法人を代表 し、その業務を総理する。
2 理事長以外の理事は、法人の業務について、この法人を代表 しない。
3 副理事長は、理事長を補佐 し、理事長に事故があるとき又は理事長が欠けたと
きは、理事長があらか じめ指名 した順序によって、その職務を代行する。

4 理事は、理事会を構成 し、この定款の定め及び総会又は理事会の議決に基づき、
この法人の業務を執行する。

5 監事は、次に掲げる職務を行 う。
(1)理事の業務執行の状況を監査すること。

(2)こ の法人の財産の状況を監査すること。

(3)前 2号の規定による監査の結果、この法人の業務又は財産に関し不正の行為
又は法令若 しくは定款に違反する重大な事実があることを発見 した場合には、

これを総会又は所轄庁に報告すること。

(4)前号の報告をするために必要がある場合には、総会を招集すること。

(5)理事の業務執行の状況又はこの法人の財産の状況について、理事に意見を述
べること。

(任期等 )

第 15条 役員の任期は、 2年 とする。ただし、再任を妨げない。
2 補欠のため、又は増員により就任した役員の任期は、それぞれの前任者又は現
任者の任期の残存期間とする。

3 役員は、辞任又は任期満了後においても、後任者が就任するまでは、その職務
を行わなければならない。

(欠員補充 )

第16条  理事又は監事のうち、その定数の 3分の 1を超える者が欠けたときは、遅滞
な くこれを補充 しなければならない。

(解 任 )
第17条 役員が次の各号の一に該当する場合には、総会の議決により、これを解任す
ることができる。

(1)心 身の故障のため、職務の遂行に堪えないと認められるとき。

(2)職務上の義務連反その他役員としてふさわ しくない行為があつたとき。

2 前項の規定により役員を解任 しようとする場合は、議決の前に当該役員に弁明
の機会を与えなければならない。



(報酬等 )

第18条 役員は、その総数の 3分の 1以下の範囲内で報酬を受けることができる。
2 役員には、その職務を執行するために要 した費用を弁償することができる。
3 前 2項に関 し必要な事項は、総会の議決を経て、理事長が別に定める。

第 4章 会 議

(種 別 )
第19条  この法人の会議は、総会及び理事会の 2種 とする。
2 総会は、通常総会及び臨時総会とする。

(総会の構成 )

第20条  総会は、正会員をもつて構成する。

(総会の権能 )

第21条  総会は、以下の事項について議決する。
(1)定款の変更

(2)解散及び合併

会員の除名

計画及び予算並びにその変更

報告及び決算

の選任及び解任

の職務

の額

の管理の方法

(10)借入金 (そ の事業年度内の収益をもつて償還する短期借入金を除 く。第47条

において同じ。)その他新たな義務の負担及び権利の放棄
(11)解散における残余財産の帰属

(12)事務局の組織及び運営

(13)そ の他運営に関する重要事項

(総会の開催 )

第22条  通常総会は、毎年 1回 、事業年度末から3ヶ 月以内に開催する。
2 臨時総会は、次に掲げる場合に開催する。
(1)理事会が必要と認め、招集の請求をしたとき。

(2)正会員総数の 5分の 1以上から会議の目的を記載 した書面により招集の請求
があつたとき。

(3)監事が第14条第 5項第 4号の規定に基づいて招集するとき。

(総会の招集 )

第23条  総会は、前条第 2項第 3号の場合を除いて、理事長が招集する。
2 理事長は、前条第 2項第 1号及び第 2号の規定による請求があつたときは、そ
の日から30日 以内に臨時総会を招集 しなければならない。

3 総会を招集するときには、会議の日時、場所、目的及び審議事項を記載 した書
面又は電磁的方法により、開催の日の少なくとも 5日 前までに通知 しなければな

らない。

(3)

(4)

(5)

(6)

(7)

(3)

(9)
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(総会の議長 )

第24条  総会の議長は、その総会に出席 した正会員の中から選出する。

(総会の定足数 )

第25条  総会は、正会員総数の 2分 の 1以上の出席がなければ開会することはできない。

(総会の議決 )

第26条  総会における議決事項は、第23条第 3項の規定によってあらかじめ通知 した
事項とする。ただし、緊急の場合については、総会出席者の2分の1以上の同意

により議題 (第 7章に関することを除 く。)と することができる。
2 総会の議事は、この定款に規定するもののほか、出席 した正会員の過半数をも
つて決 し、可否同数のときは、議長の決するところによる。

3 理事又は正会員が、総会の目的である事項について提案した場合において、正
会員全員が書面又は電磁的記録により同意の意思表示をしたときは、当該提案を

可決する旨の社員総会の決議があつたものとみなす。

(総会での表決権等 )

第27条  各正会員の表決権は平等なものとする。
2 やむを得ない理由により総会に出席できない正会員は、あらかじめ通知された
事項について書面若しくは電磁的方法をもって表決し、又は他の正会員を代理人

として表決を委任することができる。

3 前項の規定により表決した正会員は、前 2条及び次条第 1項の適用については、
総会に出席したものとみなす。

4 総会の議決について、特別の利害関係を有する正会員は、その議事の議決に加
わることができない。

(総会の議事録 )

第28条  総会の議事については、次の事項を記載 した議事録を作成 しなければならな
い 。

(1)日 時及び場所

(2)正会員総数及び出席者数 (書面若 しくは電磁的方法による表決者又は表決委

任者がある場合にあっては、その数を付記すること。 )

(3)審議事項

(4)議事の経過の概要及び議決の結果

(5)議事録署名人の選任に関する事項
2 議事録には、議長及び総会において選任された議事録署名人 2人 が、記名押印
又は署名しなければならない。

3 前 2項の規定にかかわらず、正会員全員が書面又は電磁的記録による同意の意
思表示をしたことにより、総会の決議があったとみなされた場合においては、次

の事項を記載 した議事録を作成 しなければならない。

(1)総会の決議があったものとみなされた事項の内容

(2)前号の事項の提案をした者の氏名又は名称

(3)総会の決議があつたものとみなされた日及び正会員総数

(4)議事録の作成に係る職務を行つた者の氏名

(理事会の構成 )

第29条  理事会は、理事をもって構成する。
2 監事は、理事会に出席 し意見を述べる事ができる。



3 理事会が必要と認める者は、理事会に出席 し意見を述べる事ができる。

(理事会の権能 )

第30条  理事会は、この定款に別に定める事項のほか、次の事項を議決する。
(1)総会に付議すべき事項

(2)総会の議決 した事項の執行に関する事項

(3)そ の他総会の議決を要 しない業務の執行に関する事項

(理事会の開催 )

第31条  理事会は、次に掲げる場合に開催する。
(1)理事長が必要と認めたとき。

(2)理事総数の 2分の 1以 上から理事会の目的である事項を記載 した書面により
招集の請求があつたとき。

(3)監事から第 14条第 5項第 5号の規定に基づき招集の請求があったとき。

(理事会の招集 )

第32条  理事会は、理事長が招集する。
2 理事長は、前条第 2号の規定による請求があったときは、その日から14日 以内
に理事会を招集 しなければならない。

3 理事会を招集するときは、会議の日時、場所、目的及び審議事項を記載 した書
面又は電磁的方法により、開催の日の少なくとも 5日 前までに通知 しなければな

らない。

(理事会の議長 )

第 33条  理事会の議長は、理事長がこれにあたる。

(理事会の議決 )

第34条  理事会における議決事項は、第32条第 3項 の規定によつてあらか じめ通知し
た事項とする。ただ し、緊急の場合については、理事会に出席 した理事の2名 以

上の同意により議題 とすることができる。

2 理事会の議事は、理事総数の過半数をもって決し、可否同数のときは、議長の
決するところによる。

3 理事が理事会の目的である事項について提案 した場合において、理事の全員が

書面又は電磁的記録による同意の意思表示をしたときは、当該提案を可決する旨

の理事会の議決があつたものとみなす。

(理事会での表決権等 )

第35条  各理事の表決権は、平等なものとする。
2 やむを得ない理由のため理事会に出席できない理事は、あらかじめ通知された
事項について書面若しくは電磁的記録をもって表決することができる。

3 前項の規定により表決した理事は、前条及び次条第 1項の適用については、理
事会に出席したものとみなす。

4 理事会の議決について、特別の利害関係を有する理事は、その議事の議決に加
わることができない。



(理事会の議事録 )

第36条  理事会の議事については、次の事項を記載 した議事録を作成 しなければなら
ない。

(1)日 時及び場所

(2)理事総数、出席者数及び出席者氏名 (書面表決者にあつては、その旨を付記

すること。 )

(3)審議事項

(4)議事の経過の概要及び議決の結果

(5)議事録署名人の選任に関する事項

2 議事録には、議長及びその会議において選任 された議事録署名人 2人 が記名押
印又は署名 しなければならない。

3 前2項の規定にかかわらず、理事全員が書面又は電磁的記録により同意の意思表
示をしたことにより、理事会の議決があったとみなされた場合においては、次の事項

を記載 した議事録を作成 しなければならない。

(1)理事会の議決があったものとみなされた事項の内容
(2)前号の事項の提案をした者の氏名又は名称
(3)理事会の議決があつたものとみなされた日及び理事総数

(4)議事録の作成に係る職務を行なつた者の氏名

第 5章 資 産
(資産の構成)

第37条  この法人の資産は、次の各号に掲げるものをもつて構成する。
(1)設立当初の財産目録に記載された資産

(2)会費

(3)寄附金品

(4)財産から生じる収益

(5)事 業に伴 う収益

(6)そ の他の収益

(資産の区分 )

第38条  この法人の資産は、特定非営利活動に係る事業に関する資産Fそ手増墜騨事業
+ギ肝■る嶼嗜

"シ
四隆とする。

(資産の管理 )

第39条  この法人の資産は、理事長が管理 し、その方法は、総会の議決を経て、理事
長が別に定める。

第 6章 会 計

(会計の原則 )

第40条  この法人の会計は、法第27条 各号に掲げる原則に従つて行わなければならな
い 。



(会計の区分 )

第41条  この法人の会計は、特定非営利活動に係る事業会計言モギ期b今事尋当覇申0,
4堡とする。

(事業年度 )

第42条  この法人の事業年度は、毎年 4月 1日 に始まり、翌年 3月 31日 に終わる。

(事業計画及び予算 )

第43条  この法人の事業計画及びこれに伴う予算は、毎事業年度、理事長が作成し、
総会の議決を経なければならない。

(暫定予算 )

第44条  前条の規定にかかわらず、やむを得ない理由により予算が成立 しないときは、
理事長は、理事会の議決を経て、予算成立の日まで前事業年度の予算に準 じ収

益費用を講 じることができる。

2 前項の収益費用は、新たに成立 した予算の収益費用とみなす。

(予算の追加及び更正 )

第45条  予算成立後にやむを得ない事由が生 じたときは、総会の議決を経て、既定予
算の追加又は更正をすることができる。

(事業報告及び決算 )

第46条  この法人の事業報告書、活動計算書、貸借対照表及び財産目録等決算に関す
る書類は、毎事業年度終了後、速やかに、理事長が作成 し、監事の監査を受け、

総会の議決を経なければならない。

2 決算上剰余金を生 じたときは、次事業年度に繰 り越すものとする。

(臨機の措置 )

第47条  予算をもって定めるもののほか、借入金の借入れその他新たな義務の負担を
し、又は権利の放棄をしようとするときは、総会の議決を経なければならない。

第 7章 定款の変更、解散及び合併

(定款の変更 )

第48条  この法人が定款を変更 しようとするときは、総会に出席 した正会員の 4分の
3以上の多数による議決を経、かつ、法第25条 第 3項に規定する事項について

は、所轄庁の認証を得なければならない。

2 この法人の定款を変更 (前項の規定により所轄庁の認証を得なければならない
事項を除 く。)し たときは、所轄庁に届け出なければならない。

(解

第49条

散 )

この法人は、次に掲げる事由により解散する。

総会の決議

目的とする特定非営利活動に係る事業の成功の不能

正会員の欠亡

合併

(1)

(2)

(3)

(4)



2

3

(5)破産手続開始の決定

(6)所轄庁による設立の認証の取消し

前項第 1号の事由によりこの法人が解散するときは、正会員総数の 4分の 3以

上の議決を経なければならない。

第 1項第 2号の事由によりこの法人が解散するときは、所轄庁の認定を得なけ

ればならない。

(残余財産の帰属 )

第50条  この法人が解散 (合併又は破産手続開始の決定による解散を除く。)し たと
きに残存する財産は、法第11条第 3項に掲げる者のうち、総会において議決し

たものに譲渡するものとする。

(合 併 )
第51条  この法人が合併 しようとするときは、総会において正会員総数の 4分の 3以
上の議決を経、かつ、所轄庁の認証を得なければならない。

第 8章 公告の方法
(公告の方法 )

第52条  この法人の公告は、この法人の掲示場に掲示するとともに、官報に掲載 して
行 う。ただ し、法第28条 の 2第 1項に規定する貸借対照表の公告については、

この法人のホームページにおいて行う。

第 9章 事務局

(事務局の設置 )

第53条  この法人に、この法人の事務を処理するため、事務局を設置することができ
る。

2 事務局には、事務局長及び必要な職員を置 くことができる。

(職員の任免 )

第54条  事務局長及び職員の任免は、理事長が行う。

(組織及び運営 )

第55条  事務局の組織及び運営に関し必要な事項は、総会の議決を経て、理事長が別
に定める。

第10章 雑 則

(細 則 )
第56条  この定款の施行について必要な細則は、理事会の議決を経て、理事長がこれ
を定める。



附 則
1 この定款は、この法人の成立の日から施行する。
2 この法人の設立当初の役員は、次のとお りとする。
理事長     り|! 瀬 砂 奈 江
副理事長    後 藤 文 江
副理事長    村 上 衣 花
監 事     石 毛 徹
3 この法人の設立当初の役員の任期は、第15条第 1項の規定にかかわらず、この法
人の成立の日から令和 9年 6月 30日 までとする。
4 この法人の設立当初の事業年度は、第42条の規定にかかわらず、この法人の成立
の日から令和 8年 3月 31日 までとする。
5 この法人の設立当初の事業計画及び予算は、第43条の規定にかかわらず、設立総
会の定めるところによる。

6 この法人の設立当初の会費は、第 8条の規定にかかわらず、次に掲げる額とする。
年会費 正会員 (個人・団体)3,000円  賛助会員 (個人・団体)1口 1,000円

(1日 以上 )



書式第 1号 (法第 10条・第 23条関係) 設立・役員変更用

役員名簿 (役員名簿及び役員のうち報目を受ける者の名簿)

特定非営利活動法人 glowsheedsかがや くたね

1 確認事項 (法第20条及び第 21条を確認の上、チェックを入れてください。)

υ 以下の役員には、欠格事由者が含まれません。 (法第 20条関係)

各役員について、親族の規定に違反していません。 (法第 21条関係)υ

2 役員一覧

役 名
(フ リガナ)

氏  名
報酬の有無 役職名等

理事
カワセ サナエ

缶 理事長
川瀬 砂奈江

つ

こ 理事
ゴトウ フミエ

後藤 文江
缶 副理事長

う
０ 理事

ムラカミ キヌカ
缶 副理事長

村上 衣花

■
４
「
をき
血 テ

イシゲ トオル

石毛 徹
缶

員
Ｊ

＾

υ

７
ｊ

Ｏ
Ｏ

Ｏ

υ

10



書式第 8号 (法第 10条 。第 25条関係 )

設立・定款変更用

令和 7年度 事 業 計 画 書

」盤 土宣11塵1塵』塾=d≦」墨圭l堅≧坐 1ヽ墾士くた担

1 事業実施の方針
初年度となる令和 7年度は、①団体の支援者を作る活動、②受益者とのつながりを広げる活動、③団

体認知のための広報活動、という3つの活動を軸に取り組む。

2 事業の実施に関する事項
(1)特定非営利活動に係る事業 (事業費の総費用【 180 1千円 )

(2)そ の他の事業 (事業費の総費用 【   】千円)

足萩 に記載
された
事業名

事業内容 日時 場所
従事者
人数

受益
対象者
範囲

受益
対象者
人数

事業費
(千円)

シングルマザ
ー及び女性の
相談事業

公式 LINEによる相談窓
口の開設

随時
オンライ
ン

2人

豊島区近
隣のシン
グルマザ
ー世帯

30人 40

シングルマザ
ー及び女性の
居場所づくり
事業

シングルマザーのおしゃ
べり会の開催

9月
10月
12月
1月
3月

イケビズ 5人

豊
隣
グ

島区近
の シ ン

ルマザ
―世帯

5人
～ 20人 10

シングルマザ
ーと子 どもの
イベント事業

。本の寄付イベント

・お仕事セミナー

11月

2月

区民セン
ター
イケビズ

10人

10人

豊島区近
隣のシン
グルマザ
ー世帯

20人

60人

30

100

歌
さ
事

足 載Ｆ〓
こ

一〓
口

，

ハ

に
れ
業名

事業内容 日時 場所
従事者
人数

事業費
(千円)



書式第 8号 (法第 10条 。第 25条関係 )

設立・定款変更用

令和 8年度 事 業 計 画 書

撞童」壁墜」量塑 型堕 lowsheedsかがやくたね

1 事業実施の方針
シングルマザーの相談窓日の運営、イベント活動により、受益者とのつながりを広げる。支援者を募

り、シングルマザーの就労支援事業所を開設する。

2 事業の実施に関する事項
(1)特定非営利活動に係る事業 (事業費の総費用【 5,420 】千円 )
定款に記載
された
事業名

事業内容 日時 場所
従事者
人数
ξ愛薯
範囲

受益
対象者
人数

事業費
(千円)

シングルマザ
ー及び女性の
相談事業

公式 LINEIによる相談窓
日の開設

随時
オンライ
ン

2人

豊
隣
グ

島区近
のシン
ルマザ
世帯

60人 40

シングルマザ
ー及び女性の
居場所づくり
事業

シングルマザーのおしゃ
べり会の開催

4月
5月
8月
9月
10月
2月

イケビズ 5人

豊島区近
隣のシン
グルマザ
ー世帯

5人
～ 20人 20

シングルマザ
ーと子どもの
イベント事業

・本の寄付イベント

・お仕事セミナー

7月
12月

6月
11月

区民セン
ター
イケビズ

10人

10人

豊島区近
隣のシン
グルマザ
ー世帯

20人

60人

60

200

就 労支援事
業所の運営

シングルマザー職業訓練
のためのブックカフェの
運営

9月
豊 島 区
池袋 3人

豊 島 区
近 隣 の
シ ン グ
ル マ ザ
ー世帯

10人 5,000

物 品販 売 事
業

出版ロスによる廃棄予定
の書籍販売

8月

1月

豊島区、
板 橋 区
の 民 間
施設

3人

豊 島 区
近 隣 の
シ ン グ
ル マ ザ
ー世帯

10人 100



書式第 9号 (法第 10条・第 25条関係 )

令和 7年度 活動予算書 (その他事業が生登場合 )
設立・定款変更用

特定非営利活動■人glo■ sheedsか がや くたね

(単位 :円 )

科

経 常 収 益

1 受取全費
|1公 it,取 介

`tlllo,会 rilた 取会賀

84 000

5r,00oi

2 曼取寄腑金
受取付附0
施晨等■人:ヤ価益

150 000

3 受取助咸金等
■lr^補助●

0

4 事業収益 0

5 その他の収奎
貴取「!|む

0

234.000

【8
事業費

(1)人件贅
綸||■ '1

役11“訓

,量 11故イ|イ 」

`t‖

|

柿利
'ど

|―

`t

0

(2)その他饉彙
会場費

外注費

rl剛製本質

荷造運賃

謝全

:肖 :=品

IB0 000

30, o00i

'to,0ooi
5, OOO;

20.000:
80. ooo:
i. ooo I

事業贅計 180.000

2

(1)人件
'■lt報酬

そ卜IT,・ i

l:嶽絆●
`t11椰「|||′ ′|」
'

0

(2)その他経費
■i籠 11,t

水

`tス
費

通 (「巡In賀

地代家 ,1

旅費交通

`,減価償却性

開来賛

,0 000

10.000

経 常 費 用 ■ 190 000

当 期 経 常 増 滅 饉 【A】 ― 【B】 44 000

【C 収

経 常 外 収 益 舒

【D】 経 常 外 費 用

経 常 外 費 用 計 0

当 期 経 常 外 増 減 額 【C】 ― 【D】 _た

税 引 II当 期 正 味 財 産 増 減 額 十

次 期 繰 越 正 味 財 産 螢 O―C+0

44.OOO

70.000

30.000

4.000

間t● ,r.た却‖|

人111tt人

・ ・ ・ 咆



書式第 9号 (法第 10条・第 25条関係 )

令和 8年度 活動予算書 (その他事業がZ塾:2場合)
設立・定款変更用

特定非営利活動法人glowsheedsか がや くたわ

(単位 :円 )

金 ′
|ヽ科

1 ■取会■
1に 会員受取会☆

賛助会員受 1,大 会費

104 000

2 受取寄
"全■収
"附
全

施■年受入:f価 益

3.300 000

3.300.000:

3 受取助成金等
,1取 I]助●

4 ●業収益
軋′,支援事文1折の運営

物.。販売事文

3.200.000

0000

5 その他の収奎
曼取
`1腱

A

収 益

5.100 000

320.OOO

0

0

【B】 経 常 費 用

経 常 費 用 計

事 5.420.000

5.420 000

理

60.000:

10.000:

(2)その他経費
消it品 費

水道光熟費

述 iぅ 運搬賛

地代家賃

',K査

交通費

減価償却■

(1)人●費
給料手当

役;1報酬

退職給仕費
'il

椰利厚生費

10

40

16(〕

10

0001

()OO

r,つ 0

(1)人件費
役員崚翻

綸料 子当

退職給付費

",格

`|ル

早′L費

当 期 経 常 増 減 額 【A】 ―

“

瑚 , 184 000

【C 常 収

経 常 外 収 益 計

【0】 経 常 外 費 用

経 常 外 費 用 計

.2当 期 経 常 外 増 減 額 【C】 ― 【D】

1.184.000

70 000

4 000

税 引 前 当 期 正 味 財 産 ■ 減 額

次 期 ● 越 正 蛛 財 産 饉 ③―④十⑤ 1.118.000

3.000.0001

200.0001

|

|

(2)その他経費
会場費

外iL費

「1刷製本費

`・

,1_運賃

‖0
消耗品

|‖定資産売コl益

過年度損益修 IF益

|lit,lt売 抑l(|

■1111人

法人税 .1主民■及び事業■  ・・ ⊂̈

層



書式第6号 (法第 10条関係)
設   立   用

特定非営利活動法人glowsheedsかがやくたね設立趣旨書

1 趣旨 日本において、離婚、Ⅳ、未婚などを理由とするひとり親家庭は年々増加しています。中でも
母子家庭の多くは非正規雇用に従事し、経済的に不安定な状況に置かれています。子どもが18歳を迎える

までは一定の公的支援がありますが、それ以降は「ひとり親世帯」としての支援は打ち切られ、多くの女

性たちが経済的困窮や就労の不安に直面しています。特に都市部におけるシングルマザーの生活は、低賃

金で不安定な労働環境の中で、家事・育児・仕事のすべてを一人で担う過酷なものであり、心身ともに大

きな負担を抱えています。また、年齢や経験によって再就職の選択肢が狭まり、自立に向けた一歩を踏み

出すことが困難となるケースも多く見られます。こうした背景を踏まえ、これまで任意団体として地域で

行ってきた女性の就労支援や居住支援の実績をもとに、より広範で持続可能な支援を実現するため、特定

非営利活動法人glowsheedsかがやくたねの設立を決意しました。

2 目的 本法人は、シングルマザーおよび子育てを終えたシングル女性等を対象に、キャリア支援、自
立支援、居住支援、ならびにライフプランの設計に関する講座や相談事業などを展開し、彼女たちが無理

なく、頑張りすぎずに、自らの人生を肯定的に捉え直し、安心して暮らすことのできる社会の実現に寄与

することを目的とします。

3 必要性 近年、子育てを終えた後のシングル女性の貧困や孤立が顕在化しており、その背景には社会
的支援の空白、非正規雇用の継続、就労機会の制限など複合的な課題があります。これまでの制度では対

応しきれない「子どもが成人した後のひとり親」に焦点を当て、当事者の声をもとに現場に即した支援を

行うことで、これまで取りこぼされてきた支援対象者への手を差し伸べることができます。また、特定非

営利活動法人として法人格を取得することで、行政や企業、地域住民との協働が可能となり、より多くの

支援を持続的に展開する基盤を築くことができます。

4 活動内容 (予定)
シングルマザーおよびシングル女性を対象としたキャリア相談、講座、ライフプラン設計支援

就労支援 (求人情報提供、履歴書添削、面接練習等)

資格取得・学び直しのための情報提供とサポート

ー居住支援および住まいに関する相談事業

―仲間づくり・ピアサポー トのための交流イベント開催

―制度に関する情報提供および行政連携事業 など

令和 7年  8月  2日

設立代表者

氏名 り|1 瀬 砂 奈 江




